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付の対象となるサービスの利用料と、保険給付の対象とならないサービス

の利用料との間に、一方の管理経費の他方への転嫁等による不合理な差額

を設けることを禁止する趣旨である。なお、当該事業所による訪問入浴介

護が複数の市町村において基準該当訪問入浴介護と認められる場合には、

利用者の住所地によって利用料が異なることは認められないものである。 

を禁ずることにより、結果的に保険給付の対象となるサービスの利用料

と、保険給付の対象とならないサービスの利用料との間に、一方の管理経

費の他方への転嫁等による不合理な差額を設けることを禁止する趣旨で

ある。なお、当該事業所による訪問入浴介護が複数の市町村において基準

該当訪問入浴介護と認められる場合には、利用者の住所地によって利用料

が異なることは認められないものである。 
三 訪問看護 

１・２ （略） 

三 訪問看護 

１・２ （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴ サービス提供困難時の対応 

指定訪問看護事業者が、指定訪問看護の提供を拒否する正当な理由とし

ては、第３の一の３の⑶に示した理由のほか、利用申込者の病状等により、

自ら適切な訪問看護の提供が困難と判断した場合が該当するが、これらの

場合には、居宅基準第 63 条の規定により、指定訪問看護事業者は、主治

医及び居宅介護支援事業者への連絡を行い、適当な他の指定訪問看護事業

者等を紹介する等の必要な措置を速やかに講じなければならない。 

⑵ 利用料の受領 

① 居宅基準第 66 条第１項、第３項及び第４項については、第３の一の

３の⑾の①、③及び④を参照されたいこと。 

② 同条第２項は、利用者間の公平及び利用者の保護の観点から、法定代

理受領サービスでない指定訪問看護を提供した際にその利用者から支

払を受ける利用料の額及び法定代理受領サービスである指定訪問看護

に係る費用の額と、医療保険給付又は訪問看護療養費の対象となる健康

保険法上の指定訪問看護の費用の額の間に不合理な差異を設けてはな

らないこととしたものであること。 

なお、そもそも介護保険給付、医療保険給付又は訪問看護療養費の給

付対象となる訪問看護と明確に区分されるサービスについては、第３の

一の３の⑾の②のなお書きを参照されたいこと。 

⑶ （略） 
⑷ 主治医との関係（居宅基準第 69 条） 

①～③ （略） 

④ 指定訪問看護事業所が主治医に提出する訪問看護計画書及び訪問看

護報告書については、書面又は電子的な方法により主治医に提出できる

ものとする。ただし、電子的方法によって、個々の利用者の訪問看護に

３ 運営に関する基準 

⑴ サービス提供困難時の対応 

指定訪問看護事業者が、指定訪問看護の提供を拒否する正当な理由とし

ては、第３の一の３の⑵に示した理由のほか、利用申込者の病状等により、

自ら適切な訪問看護の提供が困難と判断した場合が該当するが、これらの

場合には、居宅基準第 63 条の規定により、指定訪問看護事業者は、主治

医及び居宅介護支援事業者への連絡を行い、適当な他の指定訪問看護事業

者等を紹介する等の必要な措置を速やかに講じなければならない。 

⑵ 利用料の受領 

① 居宅基準第 66 条第１項、第３項及び第４項については、第３の一の

３の⑽の①、③及び④を参照されたいこと。 

② 同条第２項は、利用者間の公平及び利用者の保護の観点から、法定代

理受領サービスでない指定訪問看護を提供した際にその利用者から支

払を受ける利用料の額及び法定代理受領サービスである指定訪問看護

に係る費用の額と、医療保険給付又は訪問看護療養費の対象となる健康

保険法上の指定訪問看護の費用の額の間に不合理な差異を設けてはな

らないこととしたものであること。 

なお、そもそも介護保険給付、医療保険給付又は訪問看護療養費の給

付対象となる訪問看護と明確に区分されるサービスについては、第３の

一の３の⑽の②のなお書きを参照されたいこと。 

⑶ （略） 

⑷ 主治医との関係（居宅基準第 69 条） 

①～③ （略） 

④ 指定訪問看護事業所が主治医に提出する訪問看護計画書及び訪問看

護報告書については、書面又は電子的な方法により主治医に提出できる

ものとする。ただし、電子的方法によって、個々の利用者の訪問看護に
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関する訪問看護計画書及び訪問看護報告書を主治医に提出する場合は、

厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」を遵

守し、安全な通信環境を確保するとともに、厚生労働省の定める準拠性

監査基準を満たす保健医療福祉分野の公開鍵基盤（ＨＰＫＩ：

Healthcare Public Key Infrastructure）による電子署名を施すこと。 

 

⑤・⑥ （略） 

関する訪問看護計画書及び訪問看護報告書を主治医に提出する場合は、

厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」を遵

守し、安全な通信環境を確保するとともに、書面における署名又は記

名・押印に代わり、厚生労働省の定める準拠性監査基準を満たす保健医

療福祉分野の公開鍵基盤（ＨＰＫＩ： Healthcare Public Key 

Infrastructure）による電子署名を施すこと。 

⑤・⑥ （略） 
⑸ 訪問看護計画書及び訪問看護報告書の作成 

①～⑦ （略） 

⑸ 訪問看護計画書及び訪問看護報告書の作成 

①～⑦ （略） 

⑧ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が指定訪問看護を提供してい

る利用者については、訪問看護計画書及び訪問看護報告書は、看護職員

（准看護師を除く。）と理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が

連携し作成すること。具体的には、訪問看護計画書には、理学療法士、

作業療法士又は言語聴覚士が提供するものも含め訪問看護の内容を一

体的に記載するとともに、訪問看護報告書には訪問日や主な内容を記載

することにに加え、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が提供した

指定訪問看護の内容とその結果等を記載した文書を添付すること。 

⑧ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が指定訪問看護を提供してい

る利用者については、訪問看護計画書及び訪問看護報告書は、理学療法

士、作業療法士又は言語聴覚士が提供する内容についても、一体的に含

むものとし、看護職員（准看護師を除く。）と理学療法士、作業療法士

若しくは言語聴覚士が連携し作成すること。 

⑨～⑩ （略） 

⑪ 居宅サービス計画に基づきサービスを提供している指定訪問看護事

業者については、第３の一の３の⒁の⑥を準用する。この場合において、

「訪問介護計画」とあるのは「訪問看護計画」と読み替える。 

⑨～⑩ （略） 

⑪ 居宅サービス計画に基づきサービスを提供している指定訪問看護事

業者については、第３の一の３の⒀の⑥を準用する。この場合において、

「訪問介護計画」とあるのは「訪問看護計画」と読み替える。 

⑹ 業務継続計画の策定等 

居宅基準第 74 条の規定により指定訪問看護の事業について準用される

居宅基準第 30 条の２の規定については、訪問入浴介護と同様であるので、

第３の二の３の⑺を参照されたい。 

⑺ 衛生管理等 

居宅基準第 74 条の規定により指定訪問看護の事業について準用される

居宅基準第 31 条の規定については、訪問入浴介護と同様であるので、第

３の二の３の⑻を参照されたい。 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

⑻ 虐待の防止 

  居宅基準第 74 条の規定により指定訪問看護の事業について準用される

居宅基準第 37 条の２の規定については、訪問介護と同様であるので、第

３の一の３の(31)を参照されたい。 

⑼ 記録の整備 

（新設） 

 

 

 

⑹ 記録の整備 
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居宅基準第 73 条の２第２項は、指定訪問看護事業者が同項各号に規定

する記録を整備し、２年間保存しなければならないこととしたものであ

る。 

なお、「その完結の日」とは、個々の利用者につき、契約終了（契約の

解約・解除、他の施設への入所、利用者の死亡、利用者の自立等）により

一連のサービス提供が終了した日を指すものとする。 

また、指定訪問看護事業所が保険医療機関である場合は、同条により整

備すべき記録のうち、指示書、訪問看護計画書及び訪問看護報告書につい

ては、診療録及び診療記録の保存でも差し支えない。 

 

 

 

 

 

 

指定訪問看護事業所が保険医療機関である場合は、居宅基準第 73 条の

２により整備すべき記録のうち、指示書、訪問看護計画書及び訪問看護報

告書については、診療録及び診療記録の保存でも差し支えない。 

⑽ 準用等 

居宅基準第 74 条の規定により、居宅基準第８条、第９条、第 11 条から

第 13 条まで、第 15 条から第 19 条まで、第 21 条、第 26 条、第 30 条から

第 34 条まで及び第 35 条から第 38 条及び第 52 条までの規定は、指定訪問

看護の事業について準用されるため、第３の一の３の⑵（第三者評価の実

施状況に係る規定を除く。）、⑶、⑸から⑽まで、⑿、⒂、(21)、(24)、(25)、(27)

から(30)まで及び(32)並びに第３の二の３の⑷を参照されたい。この場合にお

いて、次の点に留意するものとする。 

①・② （略） 

⑺ 準用 

居宅基準第 74 条の規定により、居宅基準第８条、第９条、第 11 条から

第 13 条まで、第 15 条から第 19 条まで、第 21 条、第 26 条、第 30 条から

第 34 条まで及び第 35 条から第 38 条及び第 52 条までの規定は、指定訪問

看護の事業について準用されるため、第３の一の３の⑴（第三者評価の実

施状況に係る規定を除く。）、⑵、⑷から⑼まで、⑾、⒁、⒇から(22)まで及

び(24)から(28)まで並びに第３の二の３の⑷を参照されたい。この場合におい

て、次の点に留意するものとする。 

①・② （略） 

四 訪問リハビリテーション 

１・２ （略） 

四 訪問リハビリテーション 

１・２ （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴ （略） 

３ 運営に関する基準 

⑴ （略） 

⑵ 指定訪問リハビリテーションの基本取扱方針及び具体的取扱方針（居宅

基準第 79 条及び第 80 条） 

① （略） 

② 指定訪問リハビリテーション事業所の医師が、指定訪問リハビリテーショ

ンの実施に当たり、当該事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に

対し、利用者に対する当該リハビリテーションの目的に加えて、当該リハビ

リテーション開始前又は実施中の留意事項、やむを得ず当該リハビリテーシ

ョンを中止する際の基準、当該リハビリテーションにおける利用者に対する

負荷等の指示を行うこと。 

③～⑥ （略） 

⑦ 指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言

語聴覚士が、介護支援専門員を通じて、指定訪問介護の事業その他の指

⑵ 指定訪問リハビリテーションの基本取扱方針及び具体的取扱方針（居宅

基準第 79 条及び第 80 条） 

① （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

②～⑤ （略） 

（新設） 

 


